
富山地区広域圏事務組合 

人事行政の運営等の状況 

 

富山地区広域圏事務組合職員の給与等に関する条例第７条の規定に基づき、令和５年度における富山

地区広域圏事務組合人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。  

なお、一部の項目については、令和６年４月１日現在の状況等を公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）職員数の状況と主な増減理由                   （各年４月１日現在） 

部 門 区 分 
職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和5年 令和6年 

一般 

行政 

総 務 4人 4人 0人  

衛 生 38人 34人 ▲4人 職員の退職による減 

合  計 42人 38人 ▲4人  

 （注）職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、 

臨時又は非常勤職員を除いています。 

 

（２）年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在） 
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（３）採用の状況（令和６年度） 

事務職員 技術職員 技能労務職員 合 計 

0人 0人 0人 0人 

 

（４）退職の状況（令和５年度） 

事務職員 技術職員 技能労務職員 合 計 

0人 3人 0人 3人 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

   

職員の任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するため、人事評価を実施しています。 

 

（１）能力評価（職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力の評価） ・・・・・ 年 1回 



（２）業績評価（職員がその職務を遂行するに当たり挙げた業績の評価） ・・・・・ 年２回 

 

 

３ 職員の給与に関する状況 

 

（１）人件費の状況（令和５年度決算） 

歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 
人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

4,751,969千円 741,701千円 432,149千円 9.1％ 

（注）人件費には、一般職に支給される給与のほか、退職手当負担金・共済費及び理事長・議員等の特別職に支

給される報酬等を含みます。 

  

（２）職員給与費の状況（令和５年度決算） 

職員数 

（Ａ） 

給      与      費 一人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

42人 180,442千円 29,583千円 69,441千円 279,466千円 6,654千円 

 （注）１ 職員手当には、退職手当を含みません。  

２ 職員数は、令和５年４月１日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員 

を含みません。  

３ 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費を含みますが、会計年度任用職員の給与費は含  

みません。 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

一般行政職 53.1歳 353,700円 407,250円 

技能労務職 56.2歳 295,100円 347,875円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和６年４月１日現在における職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当等 

の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

 

（４）職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 
富山地区広域圏

事務組合 
富山県 国 

一般行政職 
大学卒 202,400円 202,400円 196,200円 

高校卒 170,900円 170,900円 166,600円 

技能労務職 高校卒 164,000円 164,000円 ― 

 



（５）一般行政職の級別職員数の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 

標準的

な職務

内容 

主事 

技師 

主事 

技師 

係長 

主査 

主任 

係長 

主査 

所長代理 

副主幹 

事務局次長 

所長 

主幹 

所長 事務局長 

職員数 1人 0人 8人 13人 8人 2人 1 人 1人 

構成比 2.9％ 0.0％ 23.6％ 38.2％ 23.6％ 5.9％ 2.9 ％ 2.9％ 

（注）１ 富山地区広域圏事務組合職員の給与等に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

（６）職員手当の状況 

 

①期末手当・勤勉手当 

1人当たりの平均支給額 

（令和 5年度） 

支給割合 

（令和 5年度） 
加算措置の状況 

1,694千円 
期末手当 2.45月分（1.375月分） 

勤勉手当 2.05月分（0.975月分） 

職制上の段階による加算措置 

5～10％ 

（注）１ 管理職を除く支給状況です。 

２ （  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

②退職手当（令和６年４月１日現在） 

支給率 自己都合 定年 

勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年 28.0395月分 33.27075月分 

勤続 35年 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 

  

③地域手当（令和６年４月１日現在） 

 

④特殊勤務手当（令和６年４月１日現在） 

支給実績（令和5年度決算） 4,545千円 

支給対象職員１人当たり平均支給額（令和5年度決算） 116,538円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和5年度） 86.7％ 

手当の種類（手当数） 6種類 

支給実績（令和 5年度決算）     1,035千円 

支給対象職員１人当たり平均支給額（令和 5年度決算） 115,000円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員 

富山市 3％ 9人 



手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する  

支給単価 

ごみ処理等施設管

理業務手当 

  

クリーンセンター 

リサイクルセンター 

(1)施設管理業務 

 ①施設の保守点検若しくは維

持補修のため工場内の業務

又は作業に２時間以上従事

したとき。 

 ②ごみ搬入の検査、調査若し

くは指導の業務又は作業に

２時間以上従事したとき。 

(1) 

・勤務１回 300円 

 （一般職） 

 

・勤務１回 900円 

 （現業職） 

(2)ごみ処理業務 

 

(2) 

・勤務１回 400円 

(一般職、２直の勤務に

あっては800円) 

・勤務１回 1,000円 

(現業職、２直の勤務に

あっては2,000円) 

深夜勤務手当 クリーンセンター 深夜勤務（午後１０時後翌日午

前５時前の間）においてごみ処

理業務に従事したとき。 

・勤務１回 1,020円 

 

現場危険等手当  クリーンセンター 

リサイクルセンター 

衛生センター 

作業環境が劣悪な箇所で行う

工事監督、技術指導検査若しく

は調査業務又は作業に従事し

たとき。 

・勤務１回 400円 

 

ダイオキシン類等

ばく露作業手当  

クリーンセンター (1)厚生労働省が定める「ダイ

オキシン類による健康障害

防止のための対策要綱」の

対象作業のうち、第３管理

区分作業場での作業に２時

間以上従事したとき。 

(1) 

・勤務１回 1,400円 

 （一般職） 

(但し、従事した時間が

５時間未満のときは、 

900円) 

・勤務１回 2,000円 

 （現業職） 

(但し、従事した時間が

５時間未満のときは、 

1,500円) 

(2)厚生労働省が定める「ダイ

オキシン類による健康障害

防止のための対策要綱」の

対象作業のうち、前号の作

業を除く、粉じん除去作業、

灰押出機内部不燃物取り出

(2) 

・勤務１回 600円 

 （一般職） 

(但し、従事した時間が

５時間未満のときは、

500円) 



し作業及び酸欠・高温現場

作業に２時間以上従事した

とき。 

・勤務１回 1,200円 

 （現業職） 

(但し、従事した時間が

５時間未満のときは、

1,100円) 

自動車運転手当  クリーンセンター 

リサイクルセンター 

大型自動車等によりごみ運搬

業務に従事したとき。 

・日額 300円 

し尿処理等施設管

理業務手当 

衛生センター (1)施設管理業務 

  施設の保守点検若しくは維

持補修のため工場内の業務

又は作業に２時間以上従事

したとき。 

(1) 

・勤務１回  300円 

 （一般職） 

・勤務１回  900円 

 （現業職） 

(2)し尿処理業務 

 

(2) 

・勤務１回  400円 

 （一般職） 

・勤務１回 1.000円 

（現業職） 

 

⑤時間外勤務手当 

支給実績（令和5年度決算） 9,862千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 234,810円 

 （注）１ 時間外勤務手当には、夜間勤務手当を含みます。 

２ 職員１人当たり平均支給年額を算出する際の職員数は、令和５年４月１日現在における職員数（管理 

職員を除く）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

⑥その他の手当（令和６年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異 同 

支給実績 

（令和5年度決算） 

支給職員 1人当

たり平均支給額

（令和5年度決算） 

扶養手当 (1)配偶者             6,500円 

(2)子1人につき      10,000円 

※満16歳年度初めから満 22歳年度末 

までの間にある子 1人につき5,200円 

を加算 

(3)そのほかの扶養親族  

1人につき      6,500円 

異 

3,803千円 211,278円 

住居手当 借家等  

① 家賃 23,000円以下の場合 

手当額＝家賃－12,000円  

② 家賃 23,000円を超える場合  

手当額＝11,000円＋（家賃－23,000円）

/2 (最高限度額 28,000円) 

異 

336千円 336,000円 



通勤手当 (1) クリーンセンター、衛生センター 

に勤務する者 

自動車の使用距離 1㎞当り594円の割 

合で算出した額（片道 30㎞程度） 

(2) リサイクルセンターに勤務する者 

（交通用具使用職員） 

距離段階区分に応じ、月 2,600 円～

24,200 円 

異 

6,942千円 157,773円 

管理職手

当 

管理職員に当該職の区分に応じて 

117,100円以内を支給 
異 

3,060千円 765,000円 

休日給 休日等において正規の勤務時間中に 

勤務した職員に支給  

1時間当たりの給与額×1.35×勤務時間 

異 

1,921千円 45,738円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当支給対象職員が、臨時又は緊

急の必要等により週休日等に勤務した

場合に支給  

① 週休日・祝日等  

・６時間以下の場合 

  6,000円～12,000円  

・６時間超の場合  

9,000円～18,000円  

② 平日深夜   

3,000円～ 6,000円 

同 

-  千円      -  円 

 

（７）特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在） 

区分 報酬 

議長 年 30,000円 

副議長 年 28,000円 

議員 年 24,000円 

監査委員（議会選出） 年 11,000円 

監査委員（識見を有する者） 年 24,000円 

理事長 年 40,000円 

副理事長 年 34,000円 

理事 年 30,000円 

附属機関の構成員その他

非常勤の特別職の職員 

日額 9,300円を超えない範

囲内において任命権者が定

める額 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

 

（１）勤務時間の状況 

    令和６年４月１日現在の勤務時間は、原則として次のとおりです。 



勤務時間 8：30～17:15 

休憩時間 12：00～13:00 

（注）職員の健康及び福祉に重大な影響を及ぼすと認めるときその他職員に特別な事情があると認めるときは、

休憩時間を４５分以上１時間未満とすることができます。 

 

（２）休暇、休業制度の取得状況 

職員の休暇、休業制度については、富山市の勤務時間その他の勤務条件の例により、主な休暇、

休業制度の状況は次のとおりです。 

区分 休暇（休業）期間等 令和 5年度の取得状況 

年次有給休暇 20日（1年あたり） 平均  17日 2時間 

健康保持休暇 5日以内（5／1～9／30） 平均  4日 7時間 

家族看護休暇 5 日以内（職員と同居する中学校就学の始期に達

するまでの子が 2 人以上の場合は 10 日以内）  

（1年あたり） 

  10人 

短期介護休暇 5 日以内（要介護者が 2 人以上の場合は 10 日以

内）（1年あたり） 

3人 

病気休暇 90日以内 2人 

（注）１ 年次有給休暇、健康保持休暇、家族看護休暇、短期介護休暇については、R5.1.1～R5.12.31における

取得状況です。  

２ 病気休暇の取得者数は、令和５年度中に休暇を開始した者の人数です。 

 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

（１）分限処分の状況（令和５年度） 

免 職 休 職 降 任 降 給 合 計 

0人 1人 0人 0人 1人 

（注） 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を十分に果たす

ことができない場合に行われる、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分のことをいいます。 

 

（２）懲戒処分の状況（令和５年度） 

免 職 停 職 減 給 戒 告 合 計 

0人 0人 0人 0人 0人 

（注） 懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持する目的から、職務上の義務違反など、公務員としてふさ

わしくない非行がある場合に行われる処分のことをいいます。 

 

 

６ 職員の服務の状況 

 

（１）職務専念義務免除の状況（令和５年度）  6 件 

 

  （注）職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合を除き、その勤務時間中において、職務に専念する義務 

がありますが（地方公務員法第35条）、合理的な理由がある場合は、限定的にその免除が認められています。 



（２）営利企業等従事許可の状況（令和５年度）  - 件 

 

（注） 職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他

の団体の役員を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しく

は事務にも従事してはならない（地方公務員法第38条）とされています。 

 

 

７ 職員の研修の状況 

   

  研修別実施状況（令和５年度） 

 

 

 

８ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

公務能率の向上を図るため、職員の健康管理などの厚生事業を実施しています。 

 

（１）厚生制度の状況 

区分 項目 対象者等 令和 5年度実施状況 

健康管理 定期健康診断 全職員（会計年度任用職員を含む） 65人 

ストレスチェック検査 全職員（会計年度任用職員を含む） 77人 

福利事業 職員互助会への補助 互助会会員 補助金額  

405,000円 

（注）構成市から派遣されている職員は、派遣元で定期健康診断を受けています。 

 

（２）共済制度 

職員の共済組合制度は、地方公務員等共済組合法に基づき、組合員（職員）とその家族の生活の

研修名 受講者数 

階層別 

研修 

新任主幹研修 1人 

現任係長研修 3人 

新任係長研修 2人 

新任職員研修（前期） 1人 

新任職員研修（後期） 1人 

再任用職員研修 2人 

専門 

研修 

新任職員トレーナー養成研修 1人 

ハードクレーム対応研修 1人 

ハラスメント防止対策研修 1人 

ＤＸ入門研修 1人 

チームリーダー養成研修 1人 

パソコン研修（Excel関数実用編） 1人 

パソコン研修（Excelデータ集計・

分析編） 
2人 

ファシリティマネジメント研修 1人 



安定と福祉の向上を図り、職務の能率的運営に資することを目的として富山県市町村職員共済組合

が事業を実施しています。 

 

（事業の概要） 

短期給付事業・・・組合員とその家族の病気、けが、出産などに対して必要な給付を行 

うもの。 

長期給付事業・・・組合員の退職、障害又は死亡に対して、年金又は一時金の給付を行 

うもの。 

福祉事業・・・・・組合員とその家族の健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金 

の貸付などを行うもの。 

 

（３）公務災害補償制度の状況 

公務災害補償制度は、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員が公務上の災害又は通勤によ

る災害を受けた場合に、地方公務員災害補償基金が、その損害を補償する制度です。 

 

   令和５年度において、公務災害又は通勤災害と認定された事案はありません。 

 

 

９ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

  令和５年度において、措置要求事案はありません。 

 

 

10 不利益処分に関する審査請求の状況 

 

令和５年度において、審査請求事案はありません。 


